(様式第１号)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A4）

届　　出　　書
土木事務所長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年１０月１日　

　　　　生駒　　　　　　　　　　　　市　長　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フリガナ　イコマ　タロウ
発注者又は自主施工者の氏名（個人の場合）　　　　　　　　　　　　氏名）　生駒　太郎　　　　　　　　
（法人の場合）　　　　　　　　　　　　フリガナ
　　　　　　　　　　　商号又は名称）　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　 フリガナ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名）　　　　　　　　　　　　　　
（郵便番号〇〇〇一〇〇〇〇　　）電話番号〇〇〇〇－〇〇－〇〇〇〇
住所　奈良県〇〇市△△町××番の2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（転居予定先）    （郵便番号　　　一　　　　）電話番号　　　　－　　　－
住所　奈良県〇〇市△△町××番の2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１０条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。
記
１．工事の概要
①工事の名称　　〇〇事務所〇〇工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②工事の場所　　奈良県〇〇市△△町××番の2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③工事の種類及び規模
■建築物に係る解体工事　　　　　用途　　事務所　　、階数　　　２　　、工事対象床面積の合計　１００　　㎡

□建築物に係る新築又は増築の工事
　　用途　　　　　　、階数　　　　　　、工事対象床面積の合計　　　　　　㎡
■建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの

用途　　事務所　　、階数　　　２　　　、請負代金　50,000　　万円
■建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等　　請負代金　　501　　万円
④請負・自主施工の別：■請負　□自主施工
２．元請業者(請負契約によらないで自ら施工する場合は記載不要)

①EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(フリガナ),氏名)（個人の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人の場合）　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(フ),商号)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(リ),又)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(ガ),は)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(ナ),名称)）　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(かぶしき),株式)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(がいしゃ),会社)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(００ぐみ),〇〇組)　　　　　
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(フリ),代表者)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(ガ),の)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(ナ),氏名)）　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(だいひょう),代表)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(とりしまりやく),取締役)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(しゃちょう),社長)　〇〇　〇〇　　　
（郵便番号　　　－　　　　）電話番号　　　　－　　－
②住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③許可番号（登録番号）

■建設業の場合
建設業許可　奈良県　　□大臣■知事（〇〇－〇）　〇〇〇〇　　　号　（　　〇〇　工事業）
主任技術者（監理技術者）氏名　〇〇　〇〇　　　　　　
□解体工事業の場合
解体工事業登録　　奈良県 知事　　　　　　　　　号
技術管理者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
３．対象建設工事の元請業者から法第12条第1項の規定による説明を受けた年月日
（請負契約によらないで自ら施工する場合は記載不要）

　　令和　　５　年　９　　月　２０　　日

４．分別解体等の計画等
　　　建築物に係る解体工事については別表１

　　　建築物に係る新築工事等については別表２

　　　建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等については別表３

　　により記載すること。
５．工程の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （工事着手予定日）令和５年１０月１８日
　　　　　　別紙のとおり　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　 （工事完了予定日）令和５年１１月１８日
（できるだけ図面、表等を利用することとし、記載することができないときは、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。）

（注意）１　□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。
２　届出書には、対象建設工事に係る建築物等の設計図又は現状を示す明瞭な写真を添付すること。

※受付番号　　　　　　　　　
記入例





住所と解体場所が同じときは移転先住所を記入。移転先が真に未定の場合に限り「未定」と記入








